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平成２７年度
「京都市自殺予防対策」に係る事業
業務委託


仕　様　書（案）














京都市保健福祉局こころの健康増進センター
　　　　　　平成２７年度「京都市自殺予防対策業務」委託仕様書

１　事業の趣旨
　全国の年間自殺者数は，平成24年，15年ぶりに3万人を下回った。京都市でも同年に３00人を下回り，それ以後3年間は270人前後で推移している。しかし今も，深刻な問題を抱えて死にたいと思うほど苦しんでいる人びとや，生きづらさを解消できないままの遺族の方々も多く，自殺対策と自死遺族支援の継続的な取組が求められている。
　本市では平成22年３月に策定した「京都市自殺総合対策推進計画」について25年度に中間評価を行い，内容の見直しを行ったところである。ここでは，計画の基本理念に「市民の誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現」を掲げ，“平成28年度には市内の年間自殺者数が240人以下になる”ことを指標としている。この指標は，平成10年に自殺者数が急増する以前の水準に該当している。
　今回の事業では，こころの健康問題，自殺の現状や自殺対策，ゲートキーパーの５つの役割等について広く市民に普及啓発する。それとともに，市民や専門家を対象に，ゲートキーパーを養成する。これらの事業を通して，身近な人を見守る地域社会をつくり，苦しんでいる人を適切な相談と医療につなげたいと考えている。

２　実施主体
　本事業の実施主体は京都市とする。
　ただし，本事業を民間事業者に委託して実施する。

３　基本方針
　平成２７年度「京都市自殺予防対策業務」の業務受託者は，次に掲げる基本方針に基づき業務を遂行すること。
（１）普及啓発とゲートキーパー養成という事業目的を達成するために，常に的確に業務を遂行すること。
（２）民間のノウハウを活用し，効果的に業務を遂行すること。
（３）業務の実施にあたって，地方公務員法第３４条の「守秘義務」規定及び「京都市個人情報保護条例」を遵守するとともに，個人情報の厳格な管理のために万全の体制を整備すること。

４　前提条件
　　受託者は以下の各条件を前提として業務を遂行すること。
（１）苦情対応
業務遂行上で生じた苦情，トラブル対応は原則として受託者で行う。その際，必要に応じて本市との間で連絡調整及び事後報告を行う。
なお，市職員に引き継ぐ必要のあるものは，受託先事業者から市職員に迅速に引き継ぐこと。
（２）信用失墜行為の禁止
業務を遂行するにあたり，委託者の信用を失墜する行為を行ってはならない。
（３）資料等の適正な保管
個人情報を含む資料については，適切かつ厳重に管理すること。
（４）危機管理
機器等の障害が発生した場合だけでなく様々な障害，事故，災害などの緊急事態が発生した場合においても，業務の遂行に支障をきたすことがないよう十分な対応策及び緊急時の体制を整備すること。
（５）受託者は，上記（１）～（４）を含め，業務従事者に必要な教育を行うこと。

５　業務委託の基本的要件
（１）契約期間
　　　契約期間は，平成２７年契約日から平成２８年３月３１日までとする。
（２）業務委託期間
　　　業務委託期間は，平成２7年契約日から平成２８年３月３１日までとする。
（３）委託金額の上限
　　　２，5００千円（消費税及び地方消費税相当額を含む。）
　　　＊上記金額は，本仕様書に規定する業務すべてに係る経費を含む。

６　業務内容

ゲートキーパー養成研修

　（１）　研修の内容と方法

　　ア　ゲートキーパー養成研修（2回シリーズ）
　　　・１回目は，自殺対策の基本的事項とゲートキーパーの役割について学習する。　　
　　　　内容：全国・京都市の自殺の実態，うつ病等の精神疾患と自殺との関係，自　
　　　　殺予防の基本的事項，ゲートキーパーの５つの役割，自殺予防のための地域
　　　　体制づくり等とする。
　　　　対象：一般市民，定員約300名。
　　　　開催時期：平成27年8月頃。
　　　・2回目は，1回目受講者の中から希望者を募り，傾聴の技法を体験的に演習
　　　　する。
　　　　内容：1回目の復習，話の聴く技法，ゲートキーパーに求められる聴く力，　
　　　　簡単な練習等とする。
　　　　定員：30～１００名。
　　　　開催時期：27年１０月頃

　　イ　災害時こころのケア講座
　　　　対象は保健師，看護師などの専門家とし，定員は約30名。開催時期は平成27年9月頃。
　　　　成人版と児童版の「サイコロジカル・ファーストエイド（心理的応急処置：ＰＦＡ）」に関する講義，ロールプレイ，シナリオに基づいた討論等を通じて対応の基本方針を理解し，基本技能を習得する。また，他の様々な支援者との連携について学び，災害対応の倫理指針を理解する。
　　　　講師の選定や研修内容については当センターにて決定する。
　　ウ　院内自殺対策の研修
　　　　平成２６年度「医療機関と連携した自殺未遂者・ハイリスク者支援の充実」事業の報告書を基に，医療機関の医療チームに対し，患者の自殺対策の重要性を発信する。対象は，医療機関従事者や支援者とし，定員は約100名。開催は平成27年11月頃。
　　　　講師の選定や研修内容については，当センターが決定する。
　　エ　大学等若者のこころに寄り添う支援者向け研修
　　　　若者の自殺対策の一環として，大学教職員など若者に関わる役割の人びとを対象に，若者のメンタルヘルスや支援について情報交換・意見交換等を行う。
　　　　定員は約100名。開催時期は平成28年2月頃。

　（２）　広報
　　チラシやポスターを作成・印刷し，関係機関において配架，周知を図る。また，期間を決めて街頭等で配布したり，報道機関に周知を依頼する。
　　郵送代は委託業者が負担するが，封筒のみ当市が提供する。なお行政交換便を利用可能な関係部署等は郵送費は不要とする。

　（３）委託内容
　　ア　講師との間で，研修の内容や方法をはじめ必要事項に関する連絡調整を行う。当センターが講師や研修内容を決定する企画では，サブとして協力する。
　　イ　会場の選定・決定とその後の連絡調整，会場費支払いに関する業務を行う。
　　ウ　関係機関に対する案内周知，通知を行う。
　　エ　参加申し込みを集約し，参加者名簿を作成する。なお，一般市民向け研修の参加申し込みには京都市いつでもコールを利用する予定。
　　オ　当日資料と参加者アンケートを作成，印刷する。
　　カ　当日は，会場設営，受付，司会進行，運営，展示，撤去等，運営全般を担う。受付では参加者名簿による参加確認をする。
　　キ　質疑応答も含めて研修内容を記録し，当センターに提出する。
　　ク　参加者アンケートを回収し，集計結果を当センターへ報告する。
　　ケ　講師に報償費（別に交通費実費も含む）を支払う。また当日の講師対応（当日の流れの説明やお茶の準備等を含む）を行う。
　　コ　広報については，年間を通して各研修のＰＲを計画的に行う。
　　　・チラシ，ポスターを作成し，各種関係機関へ郵送して配架を依頼する。また，先方の配布許可が得られた場合など，必要に応じてチラシ等を運搬する。
　　　・期間を決めて街頭などでチラシ配布を行う。
　　　・フェイスブックや当センターホームページを利用する。
　　　・可能であればチラシに「くらしとこころの総合相談会」について掲載する。
　　サ　当日の講師対応をすべて行う。
　　シ　当日の研修内容と成果の記録，参加者アンケートの集計をとりまとめ，報告書にして当センターに報告する。
　　ス　手話通訳が必要な場合は準備し，手配と謝金の支払いを行う。

普及啓発
　（１）　「きょう　いのち　ほっとブック」事業に係る業務一式
　　　ア　市内の図書館と共同して，いのちとこころに関する図書とパネルを展示し，　　　　来館する市民に自殺予防等の普及啓発を図る。ただし参加図書館の選定は当センターが調整する。
　　　イ　期間は図書館ごとに自殺予防週間を含む２週間程度で設定される。全図書館分が９月１日～30日に収まるように各図書館職員と連絡・調整をする。
　　　ウ　主な内容は，自殺予防週間の周知，アンケートの実施・集計・報告，「いのちの大切さ」を伝えるパネルの作成と展示等である。

　（２）　市役所前パネル展に係る業務一式
　　　ア　展示物は，当センターに既存のパネル類，普及啓発グッズ，リーフレット
　　　　　等。
　　　イ　アンケートを実施，集計，報告する。
　　　ウ　公開対象は，市役所を訪れる一般市民とする。
　　　エ　展示時期は９月自殺予防週間を含む９月７日～1８日（予約済）。
　　　オ　何かテーマを設定した上で，市民に伝わりやすいよう工夫して展示する。
　　　　　　例）・市民，自殺ハイリスク者，自死遺族へメッセージや情報の発信
　　　　　　　 ・「いのちと心を支える相談窓口」の情報発信
　　　　　　　 ・９月自殺予防週間，3月自殺対策強化月間の周知
　　　　　　　 ・あなたもゲートキーパーになりませんか？（参考：内閣府）
　　　　　　　 ・「くらしとこころの総合相談会」の案内
　　　
　（３）　パンフレットの作成
　　　　医療機関において，自殺未遂者およびその家族に配布できるパンフレットを　　
　　　作成する。
　　　ア　「きょう　こころ　ほっとでんわ」や当センターの相談電話，京都府自殺
　　　　ストップセンター，いのちの電話など利用できる相談窓口とその開設時間を　
　　　　明記する。
　　　イ　約5,000部作成し，きょう　いのち　ほっとブック等イベントや医療機
　　　　関で配布する。
　　　ウ　表紙などには「自殺」を連想させるものは避け，内容は，自殺したい気持
　　　　ちによりそい，またその家族の不安を軽減する目的が伝わるようなものにす
　　　　る。
　　　エ　作成後，パンフレット作製に必要なデータおよび版下等は当センターに譲
　　　　渡すること。

　（４）その他，以下の例を参考に，独自性のある方法で啓発事業を展開すること。
　　ア　市役所以外の場でのパネル展：たとえば，京都駅やコトチカなど，より多
　　　くの市民の目に触れる場所での開催。
　　イ　当センターＨＰやＦＢによる情報発信
　　　ホームページにアップする普及啓発用コンテンツを作成する，キャラクターの　
　　　新イラスト等を作成してフェイスブックに掲載するなどにより，統一感のある
　　　ＰＲ活動。
　　ウ　京都市自殺予防対策のキャッチコピーを利用したパネル等啓発用物品の作成。すべて，今年度以降も継続して利用できる内容で作成し，フェイスブック，ホームページ，パネル等はもちろん，トラフィカカードやＬＩＮＥスタンプ，アプリなどポピュレーションアプローチの可能なグッズを工夫すること。
　　　また，自殺予防週間（９月）と自殺対策強化月間（３月）については特に強化
　　　できるようにする。
　　　　＜内容例＞
　　　　・一般市民，自殺ハイリスク者，自死遺族の人びとへのメッセージ発信。
　　　　・自殺予防週間・自殺対策強化月間の周知。
　　　　・「くらしとこころの総合相談会」の案内や，相談電話等各事業の紹介。
　　　　・京都市ゲートキーパーズ！！の役割とメッセージ。
　　　　・当センターのフェイスブックとの連動。
　　　　・シンポジウム，講演会，研修会等の案内。
　　　　・リーフレット等の紹介。
　　　　・当センターの紹介。
　　　　※事業目的がより効果的に達成できるよう，内容等を企画・検討の上，提案を行うこと。
　　　　
　（５）　注意事項
　　ア　予算の範囲内で，内容と提案の追加等で評価し，選定すること。
　　イ　９月及び３月の普及啓発については，連続性があるものとすること。また普及に使用するものは，一定の統一感をもったデザインと「われらは京都市ゲートキーパーズ！！」，京都市自殺予防対策シンボルマークを活用した企画すること。
　　ウ　キャラクターを作成した場合，経年的に利用できるものであること。

７　実施方法
　　啓発物に係る製作および企画や広告業務と研修会の企画運営のノウハウ及び受託経験を有する企画会社等に委託する。（委託の範囲は，６の事業に係る企画・運営業務とする。）

８　委託業務の範囲
　　委託対象となる事業内容にかかわる企画，制作，印刷，配架（発送，運搬）展示，関係機関との調整，運営等すべてに係ることとする。
　　経費の区分としては，企画，運営経費のほか，素材原価，展示等の設営等委託対象となる内容に係るすべての経費を含む。経費についての追加は一切ない。

９　請求及び支払
　　委託費用は，事業終了時に全額を支払う。

１０　報告書類の提出
　　　受託者は，年間の報告書類を作成し当センター担当課あてに提出すること。

１１　秘密の保持
受託者は，業務の遂行にあたり次の対策を実施すること。
（１）個人情報の保護
個人情報の保護の重要性を認識し，業務の実施にあたっては京都市個人情報保護条例，京都市情報セキュリティポリシー及び関係法令を遵守して取り扱う責務を負い，個人情報の漏洩，滅失，き損，紛失，改ざんの防止その他個人情報保護に必要な措置を講じなければならない。
（２）守秘義務
業務遂行中に知り得た事項及び付随する事項は，いかなる理由があっても第三者に漏らさないこと。業務が終了した後についても同様とする。
（３）目的外使用の禁止及び第三者への提供の禁止
委託者の指示がある場合を除き，業務に関して知り得た個人情報を業務目的以外に利用し，又は委託者の承諾なしに第三者に提供してはならない。
（４）複写及び複製の禁止
業務を処理するために委託者から提供された個人情報が記録された資料等を，委託者の承諾なしに複写し，又は複製してはならない。
（５）事業従事者への教育の実施
受託者は事業従事者に対して，京都市個人情報保護条例の罰則規定を周知し，在職中及び退職後において，業務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ，又は不当な目的に使用してはならないことなど，個人情報の保護のために必要な教育を行い，これらの事項を遵守させなければならない。
（６）定期的な報告
受託者は，個人情報保護のために必要な教育の実施状況及び個人情報について，委託者の指示に従い，報告しなければならない。
（７）事故発生時の報告
個人情報の漏洩，滅失，き損，紛失，改ざん等の事故が生じたときは，直ちに委託者に通知し，その指示に従い，遅滞なく書面で報告しなければならない。
（８）損害の負担
当情報セキュリティポリシーに違反した場合，生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。） について，受託者がすべての責を負う。

１２　再委託等の禁止
受託者は，この契約に係る義務の履行を第三者に委託し，この契約に係る権利を第三者に譲渡し，又はこの契約に係る義務を第三者に承継させてはならない。ただし，業務の一部について，あらかじめ本市が認めた場合はこの限りではない。

１３　業務に必要な設備及び物品等の調達等について
業務従事スペース，業務を遂行するうえで必要となるパソコン，通信設備等の機器類，消耗品，郵送代（封筒も含む）は，業務受託者が用意するものとする。

１４　業務の引継ぎ
この契約の履行期間が満了する時（満了後も引き続き業務を遂行する場合を除く。）又は契約書に基づく契約の解除があるときの業務の引継ぎは，次のとおりとする。
（１）貸与物の返還
受託者は業務に関し，貸与を受けた機器，資料等を遅滞なく，委託者に返還しなければならない。
（２）引継書の作成
受託者は，業務の遂行に関する留意事項等を取りまとめた引継書を作成し，委託者に引き渡すものとする。
（３）引継方法
受託者は，委託者及び次期受託者から資料等の請求があった場合は，受託者の不利益になると委託者が認めた場合を除き応じるものとする。
なお，委託者が引継未完了と認めた場合は，委託期間終了後であっても無償で次期受託者に引継ぎを行うこと。委託者は，受託者が上記の規定に違反し損害が生じた場合には，受託者に対しその損害額の賠償を求めることができる。

１５　その他
（１）受託者は，業務遂行にあたり労働法その他の関係法令を遵守すること。
（２）受託者は，提案内容に基づき委託者と協議して定めた業務及び受託者として果たすべき責務について誠実に履行すること。
（３）受託者が業務を実施するうえで，本市もしくは第三者に損害を与えたときは，受託者はその損害を賠償すること。
（４）受託者は，本仕様書に定めのない事態が生じた場合，速やかに委託者と協議し，誠実に指示に従うこと。
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